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固
定
資
産
の
名
義
変
更

未
登
記
で
も
申
請
を

　
土
地
や
家
屋
な
ど
の
固
定
資
産

を
所
有
し
て
い
る
人
が
亡
く
な
っ

た
と
き
は
、
名
義
変
更
の
手
続
き

が
必
要
で
す
。
登
記
し
て
あ
る
場

合
は
、
法
務
局
に
相
続
登
記
の
申

請
を
、
登
記
し
て
い
な
い
場
合
は
、

未
登
記
家
屋
所
有
者
変
更
申
請
書

を
市
役
所
資
産
税
課
に
提
出
し
て

く
だ
さ
い
。
名
義
変
更
を
行
う
ま

で
は
、
相
続
人
の
中
か
ら
代
表
者

を
選
び
、
現
所
有
者
申
告
書
を
市

役
所
資
産
税
課
か
大
胡
・
宮
城
・

粕
川
・
富
士
見
の
各
支
所
へ
提
出

し
て
く
だ
さ
い
。

土
地
の
利
用
状
況
変
更
は

早
め
に
手
続
き

　
土
地
の
利
用
状
況
が
次
の
よ
う

に
変
わ
っ
た
場
合
、
所
有
者
は
住

宅
用
地
異
動
申
告
書
を
市
役
所
資

産
税
課
へ
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

①
店
舗
な
ど
が
住
宅
に
改
造
さ
れ

住
宅
用
地
に
な
っ
た
。

②
住
宅
が
店
舗
な
ど
に
改
造
さ
れ

住
宅
用
地
で
な
く
な
っ
た
。

③
店
舗
な
ど
の
併
用
住
宅
で
、
居

住
部
分
と
そ
れ
以
外
の
部
分
の
床

面
積
に
変
更
が
あ
っ
た
。

④
廃
業
な
ど
に
伴
い
工
場
・
店
舗

な
ど
の
事
業
用
家
屋
を
住
宅
用
の

物
置
な
ど
に
変
更
し
た
（
住
宅
と

同
一
の
敷
地
内
に
あ
り
事
業
用
物

品
な
ど
を
撤
去
し
た
家
屋
に
限

る
）。

⑤
住
宅
用
地
の
一
部
を
貸
駐
車
場

に
し
た
か
貸
駐
車
場
を
廃
止
し
た
。

　
な
お
③
か
ら
⑤
の
場
合
、
住
宅

用
地
特
例
が
適
用
さ
れ
る
面
積
に

変
更
が
生
じ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

新
増
築
し
た
家
屋
を

調
査
の
た
め
職
員
が
訪
問

　
こ
と
し
１
月
２
日
以
降
に
新
増

築
し
た
家
屋
は
、
来
年
度
か
ら
固

定
資
産
税
の
課
税
対
象
と
な
り
ま

す
。
家
屋
の
評
価
額
を
算
定
す
る

た
め
、
市
職
員
が
家
屋
調
査
に
伺

い
ま
す
。
調
査
時
間
は
約
１
時
間
。

事
前
に
手
紙
や
電
話
で
連
絡
を
し

ま
す
の
で
、
都
合
の
良
い
日
時
を

伝
え
て
く
だ
さ
い
。

　
ま
た
、
新
増
築
に
伴
い
取
り
壊

し
た
家
屋
が
あ
る
場
合
は
、
調
査

の
時
に
申
し
出
て
く
だ
さ
い
。

　税の仕組みや目的を考え、理解を深めるため、
中学生の作文を展示します。
日時＝①11月５日㈮～17日㈬②11月９日㈫～
19日㈮
会場＝①は県庁②は市役所１階市民ロビー

土
地
や
家
屋
な
ど
の
固
定
資
産

中学生の書いた
税の作文を展示します

問い合わせは　収納課　☎898−5977

変
更
時
に
は
手
続
き
を
忘
れ
ず
に

■年金は世代と世代の支え合い
　国民年金は働く世代が高齢者世代を支える世代間扶
養。働く世代が負担する保険料が高齢者の収入（年金給
付）になります。
■納めた保険料を上回る年金給付を保障
　国民年金は、生涯にわたり受け取ることができます。
基礎年金の給付に必要な費用の２分の１が国の負担で
賄われています。
■不測の事態にあなたを支える
　病気やケガで働けなくなったときや一家の支え手が
亡くなったときに、障害基礎年金や遺族基礎年金があ

なたやあなたの家族を支えます。
■保険料は必ず納めましょう
　これらの利点を受けるためには保険料を納めてい
ることが必要です。保険料は金融機関やコンビニエン
スストアで直接納められるほか、口座振替やクレジッ
トカード、インターネット、携帯電話などで納付できま
す。経済的に納めることが難しい人には、免除になる制
度があります。

問い合わせは
　　市民課　☎898―6254
　　前橋年金事務所　☎231―1706

11月はねんきん月間
身近で大切な年金について考えよう

　本市では不妊治療を行っている人に対して、下表のとおり医療費の一
部を助成しています。申請には医師の証明書などが必要です。詳しくは
こども課に問い合わせるか、本市ホームページをご覧ください。
申請期間＝来年３月31日㈭まで

一
般
不
妊
治
療
費
助
成

対象となる不妊治療

�不妊検査
　超音波検査・ホルモン検査・子宮卵管造影検査・精液検査・そのほか医師が必要と認めた不妊検査
�不妊治療
　特定不妊治療（体外受精・顕微授精）を除く不妊治療
�人工授精

内容
�４月１日～来年３月31日において不妊治療に要した医療費の自己負担額の２分の１以内とし、５万円を限
度（100円未満切り捨て）
�同一の夫婦に対しては、年度につき１回とし、通算して２年の助成

要件

次のすべてを満たす人。
�不妊治療をしている法律上の婚姻関係にある夫婦
�夫婦の双方または一方が、申請日の１年以上前から本市に住所を有している
�医療保険法における被保険者または被扶養者である
�申請日において市税の滞納がない

特
定
不
妊
治
療
費
助
成

対象となる不妊治療 体外受精・顕微授精

内容
�４月１日～来年３月31日において不妊治療に要した医療費で、１回当たり15万円を限度
�同一の夫婦に対しては、年度につき２回とし、通算して５年の助成

要件

次のすべてを満たす人。
�不妊治療をしている法律上の婚姻関係にある夫婦
�夫婦の双方または一方が、本市に住所を有している
�夫婦の平成21年の所得の合計が730万円未満

国民年金の種類(受けられる資格があっても、請求をしないと受給できません。詳細については問い合わせてください)

３つの基礎年金があなたをサポート
種類 対象 受給額

老齢基礎年金
国民年金保険料を納めた期間（保険料免除期間を含む）が25年以上
ある人が、65歳から受けられます。

79万2,100円（平成22年度　満額)

障害基礎年金
初診日（病気やケガで初めて医師の診療を受けた日）に国民年金に加
入していた人(20歳前や60歳以上65歳未満の人を含む)が、一定の
障害の状態になったときに受けられます。

（１級）   　　　99万100円（平成22年度　定額） 
（２級)　　　79万2,100円（　　　  〃　 　　 ）

遺族基礎年金
国民年金加入中に死亡または老齢基礎年金を受ける資格期間を満た
した人が死亡したときに、その人に生計を維持されていた子のある
妻、または子に支給されます。

子のある妻　　　 102万円（平成22年度）
子のみ　　　79万2,100円（　    〃　　）
※子が２人以上の場合には、さらに加算があります。

問い合わせは　こども課　☎220−5703

不妊治療費の一部を助成しています
問
い
合
わ
せ
は

固
定
資
産
の
名
義
変
更
に
つ
い
て
は
資
産
税
課
　
☎
8
9
8
―
6
2
1
6

土
地
の
利
用
状
況
変
更
に
つ
い
て
は
同
課
　
☎
8
9
8
―
6
2
1
9

新
増
築
家
屋
の
調
査
に
つ
い
て
は
同
課
　
☎
8
9
8
―
6
2
1
8

　給与から所得税を源泉徴収している事業主は、法律

や条例で個人住民税を特別徴収する義務があります。

特別徴収とは、個人住民税を給与から天引きして市区

町村へ納入する方法。まだ実施していない事業主は手

続きをしてください。

　特別徴収は、所得税の源泉徴収と異なり、税額計算や

年末調整は必要ありません。従業員の住む市区町村か

ら通知される、１年間に給料から差し引く税額を、12

回に分けて天引きします。そのため１年間の税額を４

回で納める普通徴収と比べて１回分の負担が軽くなり

ます。また、払い忘れや従業員が金融機関などへ出向く

手間がなくなるなどのメリットがあります。

問い合わせは　市民税課　☎898−6206

住民税の特別徴収
事業主は手続きを

■青色申告決算説明会
　青色申告決算書の作成方法や注意点などの説明会を

開催します。

日時＝1２月６日㈪〈営業・不動産所得〉午前10時～正

午〈農業所得〉午後２時～４時

会場＝県前橋合同庁舎（上細井町）

■税務上の取り扱いを変更します
　相続や贈与などにより取得した生命（損害）保険契約

などに係る年金の所得税の取り扱いが変更されまし

た。これにより、所得税の還付を受けることができる

場合があります。詳しくは国税庁ホームページ（www.

nta.go.jp）をご覧ください。

前橋税務署からの
お知らせ

問い合わせは　前橋税務署　☎224−4371※障害基礎年金や遺族基礎年金を受けるためには、初診日や死亡日の属する月の前々月までの公的年金加入期間のうち、納付または免除期間が
３分の２以上であること、または最近１年間に滞納がないことが必要。


